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公
的
機
関

国際協力業界で働く

国際協力機構（JICA）
ど
ん
な
組
織
？

独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構
（
Ｊ

Ｉ
Ｃ
Ａ
）
は
、
日
本
の
政
府
開
発
援
助

（
Ｏ
Ｄ
Ａ
）
を
一
元
的
に
行
う
実
施
機

関
と
し
て
、
あ
ら
ゆ
る
分
野
で
開
発
途

上
国
の
支
援
を
行
っ
て
い
る
。「
世
界

を
信
頼
で
つ
な
ぐ
」
と
い
う
ビ
ジ
ョ
ン

の
下
、「
技
術
協
力
」「
有
償
資
金
協
力

（
円
借
款
）「
無
償
資
金
協
力
」
の
３
つ

の
援
助
手
法
を
組
み
合
わ
せ
な
が
ら
、

途
上
国
の
国
づ
く
り
・
人
づ
く
り
を
支

え
る
の
が
仕
事
だ
。

東
京
の
本
部
は
地
球
環
境
部
、
社
会

基
盤
・
平
和
構
築
部
な
ど
の
開
発
課
題

を
扱
う
「
課
題
部
」
と
、
ア
フ
リ
カ
部
、

南
ア
ジ
ア
部
な
ど
の
「
地
域
部
」
に
分

か
れ
て
い
る
ほ
か
、
国
際
緊
急
援
助
隊

事
務
局
や
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
研
究
所
な
ど
が
あ

る
。
国
内
15
の
拠
点
は
「
地
域
と
途
上

国
の
結
節
点
」
と
し
て
、
市
民
、
Ｎ
Ｇ

Ｏ
、
地
方
自
治
体
、
民
間
企
業
な
ど
多

様
な
ア
ク
タ
ー
と
の
連
携
促
進
を
担
う
。

海
外
は
96
カ
国
に
拠
点
を
置
い
て
い
る
。

Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
の
支
援
の
基
本
は
、
相
手

国
政
府
と
協
議
を
重
ね
、
中
長
期
的
視

点
で
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
提
案
す
る
こ
と
。

対
象
分
野
は
運
輸
交
通
イ
ン
フ
ラ
、
上

下
水
道
、
教
育
、
農
業
な
ど
多
岐
に
わ

た
り
、
開
発
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
や
教
育

機
関
、
Ｎ
Ｇ
Ｏ
な
ど
と
協
力
し
て
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
が
実
施
さ
れ
る
。
近
年
は
特

に
民
間
企
業
と
の
連
携
が
増
え
て
い
る
。

各
種
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
派
遣
も
行
っ

て
お
り
、
こ
れ
ま
で
に
累
計
５
万
人
近

く
が
国
際
協
力
活
動
に
参
加
し
て
い
る

（
２
０
１
７
年
４
月
時
点
）。
青
年
海
外

協
力
隊
を
は
じ
め
と
す
る
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
ボ

ラ
ン
テ
ィ
ア
は
、
日
本
の
国
際
協
力
の

代
表
的
な
事
業
と
し
て
各
国
か
ら
広
く

認
知
さ
れ
て
い
る
ほ
か
、
日
本
社
会
で

も
グ
ロ
ー
バ
ル
な
視
点
を
持
っ
た
人
材

育
成
に
寄
与
す
る
事
業
と
し
て
期
待
さ

れ
て
い
る
。

職
員
に
な
る
に
は
？

新
卒
採
用
と
社
会
人
採
用
が
あ
る
。

新
卒
に
は
高
度
な
英
語
力
は
問
わ
れ
な

い
が
、
社
会
人
採
用
の
場
合
は
、
原
則

Ｔ
Ｏ
Ｅ
Ｉ
Ｃ
８
６
０
点
相
当
の
英
語
力

が
必
要
。
い
ず
れ
も
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か

ら
エ
ン
ト
リ
ー
を
受
け
付
け
て
い
る
。

正
規
職
員
の
他
に
も
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
の
専
門
家
や
業
務
調
整
員
な
ど
と
し

て
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
の
事
業
に
関
わ
る
方
法
も

あ
る
（
下
記
の
表
参
照
）。

■海外で働く
業務内容 勤務期間 必要条件（原則） 募集回数／時期

個別専門家 相手国政府の機関に単独で派遣され、専門技術・知識を生かして、相手国政
府の実施機関職員などに対して技術移転を図り、制度・組織の改善に貢献する。

数日
～２年

専門分野実務経験３～ 20年
（ポストごとに異なる） 随時

技術協力プロジェクト
専門家（技術移転型）

JICA の技術協力プロジェクトにおいて、専門技術を生かして現地政府の実
施機関などに対し技術移転を図り、制度・組織の改善に貢献する。

数日
～２年

専門分野実務経験３～ 20年
（ポストごとに異なる） 随時

技術協力プロジェク
ト専門家（業務調整）

JICA の技術協力プロジェクトにおいて、関係者との連絡調整や技術移転に
必要な機材調達及び経理処理などを担う。

数カ月
～２年

関連実務経験３～７年以上
（格付けにより異なる） 随時

企画調査員（企画） JICA の在外拠点に配置され、特定の分野の情報収集や協力案件の形成・実
施管理などを担うことにより、事務所の事業を支援する。

数カ月
～２年

関連実務経験３～７年以上
（格付けにより異なる） 随時

企画調査員
（ボランティア事業）

JICA の在外拠点に配置され、ボランティアの活動・生活面の支援や配属機
関との交渉など、ボランティアの活動全般をサポートする。

数カ月
～２年

１年以上の海外生活経験
（開発途上国が望ましい）など

年２回（５～６月、
12～１月）募集

企画調査員（調達） JICA の在外拠点に配置され、拠点、専門家、プロジェクトの調達業務を支
援するとともに、調達経験や知識の蓄積・普及を促進する。 原則１年 関連実務経験５年以上

（望ましい） 随時

調査団員
海外の JICA 事業の現場へ派遣され、専門的知見から、関係者との協議や事
業内容の分析・評価などを通じて技術的助言、提案を行い報告書などの資
料作成を担う。

１週間
～数カ月 案件による 随時

在外健康管理員 JICA の在外拠点で職員の健康相談や傷病対応、疾病予防対策、医療情報収
集などをサポートする。 原則２年 看護師免許／業務経験７年以上業務遂行に必要な語学能力 随時

■国内で働く
業務内容 勤務期間 必要条件（原則） 募集回数／時期

国内健康管理員 本部の健康管理課で、職員や専門家、ボランティアなどの健康管理業務を担う。１～５年 看護師免許／業務経験７年以上 随時

国際協力推進員 地方自治体の国際協力事業の活動拠点で、“地域の JICA 窓口”として広報
啓発活動、連携推進などを担う。 １～３年 国際協力・国際交流の活動経験 随時

研修監理員 途上国からの研修員と JICA、研修実施機関の３者の間に立ち、研修現場で
のコース運営や研修員の理解促進などを担う。

数日～
数カ月

業務に必要な外国語・
日本語能力、通訳実務経験

年 1回、
５月～６月の募集

■海外・国内で働く
業務内容 勤務期間 必要条件（原則） 募集回数／時期

国際協力専門員 専門分野の国際協力のプロフェッショナル /スペシャリストとして、JICA
の各種事業へのアドバイスや対外発信、人材育成などを担う。 最長５年 専門分野実務経験 10年以上、

海外勤務経験 5年以上
年１回

（８～10月）募集

特別嘱託 主に専門家としての派遣を前提に、JICA 本部で情報収集や分析などプロ
ジェクトの支援業務を担う。 原則１年 原則専門家・

企画調査員経験１年以上 随時
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早稲田大学政治経済学部
国際政治経済学科を卒業。
JICA入構 

国内事業部研修調整課
（人材育成支援事業担当）

農村開発部畑作地帯第二課
（イラク、ヨルダン、ボスニア・
ヘルツェゴビナ、チュニジア
案件担当）

カンボジア事務所
（教育、保健、地雷対策、産業
人材育成セクター担当）

南アジア部南アジア第四課
（ネパール、バングラデシュ
担当）

マレーシアのボルネオ島にある移民集落で環境
改善のボランティア活動を行う学生団体に所属
していました。また、国際協力の仕事を理解するた
め、４年次に上がる前に１年間休学し、東ティモー
ルでは保健分野の、ケニアでは井戸建設の活動
を行うNGOにそれぞれ携わりました。具体的な活
動を通して海外経験を積むことに魅力を感じてい
たため、留学を考えたことはありませんでしたね。

イラク北部のクルド自治区での農業支援を担当
していました。当時は、アメリカ同時多発テロなど
がきっかけで始まったイラク戦が終結して間もな
いころで、出張の際は防弾チョッキやヘルメットの
装着が必須でした。不安はありましたが、国の復
興を切に願う現地政府の方々の熱意に心を動か
され、“この支援がイラクの復興、そして日本とイラ
クの友好関係の構築にもつながるのだ”と、国の
未来をつくる先駆けとして働ける喜びを感じなが
ら奮闘した日々でした。

南アジア部 南アジア第四課 

井口 邦洋 さん
Inokuchi Kunihiro

学生時代

農村開発部

カンボジア事務所には約３年勤務しました。同国では1970年代後半のポルポト政権下
で多くの知識人が虐殺され、十分に教授法を身に付けた教師が不足していました。現地
の教育・青年・スポーツ省と共に教師の質の向上を目指す改革に取り組んだほか、教師
育成のための施設の建設や、専門家を派遣してカリキュラムを作成するプロジェクトの立
ち上げに携わることができました。人々が本当に必要とする支援を行っている実感を持つ
ことができ、大きなやりがいを感じました。

カンボジア事務所

24歳

25歳

28歳

29歳

32歳

就寝

出社

昼食

退社

帰宅

メールチェック

メールチェック

私のある日

ネパール震災
復興支援の
社内打ち合わせ

留学生事業で
来日している

留学生との交流会

カンボジア事務所
勤務時代の同僚と

食事

開発コンサルタントと
バングラデシュ
電力プロジェクトの
打ち合わせ

起床7：00▶

9：00▶

10：30▶

12：30▶

13：30▶

15：00▶

16：00▶

18：00▶

20：00▶

23：00▶

0：00▶

ネパール事務所
とのテレビ会議

開発途上国の政府関係者と
仕事をするってどんな感じ？

支援対象国の政府関係者は、自分の何倍もの知識や経験を持つ優秀な方ば

かりです。私たちは支援する側とはいえ、教えてもらうことは多く、相手を尊重しな

がら業務に当たっています。一方で、日本の援助機関としてJICAの立場から伝

えるべき点は、相手に意図を理解してもらえるよう、誠意を持ってじっくり議論する

ようにしています。

この仕事を目指す人へ
JICAの特徴は、多様な国・地域のあら
ゆる課題を扱っているということです。そ
のため、“こういう人ならJICAに就職で
きる”という絶対的な基準はありません。
いろいろな人がいるからこそ多様な支
援が成り立つのです。自信を持って、自
分の個性や専門性を突き詰めてほしい
と思います。

組織の風土は？

JICAに入って感じたのは、真

面目で優しい人が多いというこ

と。組織内の風通しもよく、とて

も働きやすい職場だと感じてい

ます。若手の裁量が大きく、早

い段階から責任のある仕事に

携われることも特徴です。

国際協力機構（JICA）



Official Development Assistance（ODA）とは、開発途上国の発展を支援するた
めに使われる公的資金のことで、日本のODAは60年以上の歴史を持つ。途上国への
直接支援と国際機関を通じた資金的支援とがあり、前者には次の３つの種類がある。

次のページからODA事業の流れをごく簡単に、外務省、国際協力
機構（JICA）、開発コンサルティング企業とそれぞれのアクターの
業務内容や役割を示しながら説明。

（政府開発援助）って何？ODA

日本方式を取り入れたインドのデリ
ーメトロ。インド首都圏の交通を支え
ている

有償資金協力
　途上国政府に対して低金
利で開発資金を貸し出すも
ので、通称「円借款」と呼ば
れる。鉄道をはじめとする
経済社会の基盤づくりに不
可欠なインフラ整備に活用
されることが多いほか、平
和構築や環境問題など、地
球規模の課題の解決のため

にも役立てられている。
　円借款では相手国が資金
の返済義務を負うことから、
資金の効率的な利用や適切
な事業監理に関して、途上
国の主体性を高めやすいと
いう特徴がある。日本にとっ
ても財政負担が少なく、持
続性のある支援だ。

セネガルでの水産資源の保全や漁
村振興に関する協力。同国ではタコ
が獲れる

技術協力プロジェクト

カンボジアとベトナム国境を結ぶ国
道１号線の改修事業。流通の大事
なインフラ

無償資金協力
　途上国政府に対する資金
の贈与。経済社会の発展のた
めに必要な施設を整備した
り、資機材を購入したりする
ための資金として使われる。
　無償資金協力の対象国は、
途上国の中でも特に所得水
準が低い国が中心であり、保
健・感染症、衛生、水、教育、農

村・農業開発など、人々の基
礎生活に根差した分野での
活用事例が多い。近年は、ビ
ジネス環境の整備や防災・災
害復興などへの協力も増え
ている。また、国家の将来を
担う若手行政官を対象とし
た、日本の大学への留学事業
も展開されている。

　途上国の社会経済の持続
可能な発展の担い手となる
人材を育成することを目的
として、日本の技術や知識を
伝える協力。技術協力プロ
ジェクトは、日本から専門家
を派遣する「専門家派遣」と、
途上国の開発を担う人材を
日本に招いて研修を行う「研

修員受入」などを組み合わ
せた包括的な支援の形であ
り、日本の民間企業や大学、
NGOなどが支援の担い手と
して活躍している。
　人を通じた支援であるた
め、両国の民間レベルでの相
互理解を深める重要な役割
も果たしている。

注）分かりやすく一連の流れとして説明していますが、決して一方向の事業フローでない点はご留意ください。

の

外務省

開発コンサルティング企業

JICA

NGO

大学

相手国国民

相手国政府

民間企業
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国
際
協
力
の
仕
事



外務省JICA

国際協力局
開発協力総括課
首席事務官

織田 健太郎さん
産業開発・公共政策部
民間セクターグループ
第一チーム

杉山 亮太さん

　日本発で世界に浸透しつつある「自由で開か
れたインド太平洋」のビジョンを実現するため
にも、国際協力が果たす役割は大きく、ODAは、
日本外交の中核に位置づけ直されるべきだと考
えています。ビジネスや安全保障など、多様な分
野のアクターと連携し裾野を広げる国際協力を、
ぜひ多くの人に学んでもらいたいと思います。

予算の確保・
配分決定

事業実施の
検討と承認

プロジェクト
立案と実施

進捗状況の
管理と報告

日本と途上国のためのODA
　開発途上国の人たちは能力不足ではなく、能
力を発揮する環境が整っていないだけ。そうし
た環境整備の支援に携わりたいと思いJICAに
入りました。特に今後は民間の力を活用した経
済成長に注目しており、伝統的なODAとは異な
る官民連携の新たな仕組みを模索しています。

新たなODAの役割を模索

ODA最上流の仕事

　ODAは外務省が、財務省との
折衝、および国会の承認を経て
予算を確保することから始まる。
その確保したODA予算を各分
野にどのように配分するのかに
ついて決定するのも外務省の仕
事だ。
　また、無償資金協力について
言えば、外務省が自ら実施する
もの、JICAが実施主体となるも
のなど、さまざまな形態（スキー
ム）があり、そのような形態の違
いなどを踏まえつつ、各分野へ
の予算の配分を決定している。

外交政策の意義

　JICAが実施するプロジェク
トは、相手国政府からの要請を
もとに当該国にある日本国大
使館とJICAの海外事務所が協
議を重ねて立案する。外務省
本省はその提案を受け、日本の
外交政策の観点からプロジェ
クトの意義や効果を検討し、実
施の是非を判断する。
　反対に、外交政策上の要請を
本省から現場に共有した上で、
現場が相手国政府の要請とう
まくマッチさせてプロジェク
トが形成されることもある。

地域部と課題部

　密な二国間対話などJICAな
りの調査に基づく相手国の
ニーズに対し、日本が提供でき
るリソースをマッチングする。
　地域部は、主に円借款につい
て相手国財務省をはじめとす
る政府機関と、国レベルでの課
題分析を通じた案件の流れを
組み立て、着実に実行していく。
　課題部は国単独ではなく、地
域横断的に、専門性を通じた主
に技術協力プロジェクトを立
案し実施する。その他、無償資
金協力などもJICAは行う。

在外事務所の対応

　世界の96カ所にある在外事
務所は、相手国とより近い関係
で、案件形成から案件実施、案
件終了後も関与していく。
　現地にはプロジェクト専門
家、相手国のカウンターパート、
JICAのナショナルスタッフが
おり、彼らとともに相手国の
ニーズを吸いあげ、取りまとめ
るのはもちろんのこと、協働し
てプロジェクトを進めていく。
例えば、プロジェクトの進捗状
況を関係者と確認し合う場を
設けるなど管理を担う。
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開発コンサルテ
ィング企業

日本テクノ株式会社
技術本部
技術第二部

岩本 政俊さん

　この仕事の魅力は、国際貢献に直接かかわれ
ることと途上国の生活や文化を肌で感じられる
ことです。特に給水プロジェクトでは、調査での
初訪問の時から施設完成後に利用されるところ
まで、現地の人たちの暮らしが改善されていく
のが間近で実感できます。

調査を行い
設計図を描く

プロジェクト
実施と監理

現地と日本に貢献する担い手

現地ニーズを捉える

　まずは調査を行う。日本で事
前準備を行い、現地で対象地域
の人口から水源、給水事情、気象、
地形、集落の形態、社会経済状況
などあらゆる調査をし、それに基
づき給水計画や施設計画を策定
する。
　次に計画された給水施設を建
設するための具体的な設計、事
業費の積算作業を行う。ここで
重要なのが、建設後の維持管理
も想定して現地の行政担当者だ
けでなく、利用者となる住民とも
対話をすることだ。

完成まで導く専門家

　プロジェクトの内容や予算
が日本政府に承認されたら、よ
り具体的な内容を決める詳細
設計を行い、仕様書や図面など
からなる入札図書を作成。施
主である現地実施機関に内容
の承認を得る。
　入札により施工を担う建設
企業が選ばれ、契約の締結まで
施主をサポート。着工後は、施
工状況を監理しながら、施主へ
の報告や確認を続け、設計どお
りの給水施設が期日までに完
成するよう導く。

　ODA事業はここまで紹介した外務省、
JICA、開発コンサルタント以外にもさまざま
な企業や組織がかかわっている。ここでは3つ
のアクターを簡単に紹介する。
　その他にも工事、建設に必要な資材や部品
を提供するメーカー、研究などでの知見を生
かす大学や研究機関。さらに、最近は民間企業
の海外進出を後押しする経営系、戦略系、会計
系などあらゆるコンサルティング企業もODA
に携わっている。

ゼネコン
　開発コンサルタントが作成した入札図書
に基づいて、入札。案件を無事に受注すると、
実際の土木工事や施設建設などを現地の建
設企業と協働し行っていく。各社、持ち前の
高い技術力を現地に技術移転し人材育成に
も貢献している。

NGO
　国家間での国際協力とは異なり、住民の
生活に寄り沿った草の根レベルの支援活動
を行う。
　ODAでは、国際協力の重要な担い手とし
てNGOと連携し、特に資金面でバックアッ
プしている。

商社
　空港、道路、港湾といったインフラ整備か
ら学校や病院の建設における機材調達を行
う。官民連携のスキームなどを活用し、案件
の発掘から形成、実施とプロジェクトの主
体者にもなる。ODAをその後のビジネスに
つなげていくのが腕の見せどころ。
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